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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ハイチ共和国の貧困農民支援に係る協力準備調査を実施し、平

成25年10月20日から11月14日まで調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、ハイチ共和国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を

実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 
平成26年1月 
 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 熊代 輝義 
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単位換算表 
 
＜面積＞ 

名称 記号 換算値 

平方メートル m2  

アール a 100 m2

ヘクタール ha 10,000 m2

平方キロメートル km2 1,000,000 m2

 
＜容積＞ 

名称 記号 換算値 

リットル L  

立方メートル m3 1,000 L

 
＜重量＞ 

名称 記号 換算値 

グラム g  

キログラム kg 1,000 g

トン t 1,000,000 g

 
＜通貨換算＞ 
調査開始時の2013年9月末の円TTS中値と、ハイチ中央銀行発表の交換レートを基に算出した。 
1 US$＝98,75円 
1 US$＝43.7539 HTG（Haitian Gourde） 
1 HTG＝2.257円 
 
＜予算年度＞ 
10月1日～9月30日 
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写     真 
 

 

① ODVA 郊外のプロジェクトサイトの農作業風

景（次の播種に向けて手作業で耕起している）。
 

 ② 南県レカイ郊外での牛耕作業（ハイチでは一部

の大型プロジェクトを除いて機械化はほとん

ど進んでいない）。 
 

 

③ 南東県フォレットデスピンズ郊外（標高

2,000m）の栽培風景。狭い区画で等高線栽培を

実施。 
 
 

 ④ 肥料補助金プログラム（PSF）で調達した

NPK(20-20-10)。 

 

⑤ ハイチで流通している混合肥料（ドミニカ共和

国の工場にて混合されている）。 
 ⑥ ODVA 倉庫内の様子（容量として 1,000t の肥料

の保管が可能）多少高積みだが、保管状態は良

い。 
 



 

 

略 語 表 
 

略 語 正式名称 日本語 

2KR 
Second Kennedy Round / 
Grant Aid for the Increase of Food Production / 
Grant Assistance for Underprivileged Farmers 

食糧増産援助または貧困農民支援 

BMPAD 
Bureau de Monetisation des Programmes d’aide 
au Développement 

開発援助計画貨幣化事務所 

CIF Cost, Insurance and Freight 海上輸送費（輸送価格の条件） 

CIP Carriage Insurance and Paid to 陸上輸送費（輸送価格の条件） 

DDA Direction Départementale de l’Agriculture 県農業事務所 

FAO 
Food and Agriculture Organization of the United 
Nations 

国連食糧農業機関 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

ICDF 
International Cooperation and Development 
Fund 

国際合作発展基金会（台湾） 

IDB Inter-American Development Bank 米州開発銀行 

IFAD International Fund for Agricultural Development 国際農業開発基金 

IICA 
Inter-American Institute for Cooperation on 
Agriculture 

米州農業協力研究所 

IMF International Monetary Fund 国際通貨基金 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 

JICS Japan International Cooperation System 一般財団法人 日本国際協力システム

KR Kennedy Round 食糧援助 

MARNDR 
Ministère de l’Agriculture, des Ressources 
Naturelles et du Développement Rural 

農業天然資源地方開発省 

M/D Minutes of Discussions 協議議事録 

NGO Non Governmental Organization 非政府組織 

ODVA 
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第１章 調査の概要 
 
１－１背景と目的 

（1）背景 
日本国政府は、1967年のガット・ケネディラウンド（KR）関税一括引き下げ交渉の一環と

して成立した国際穀物協定の構成文書の1つである食糧援助規約1に基づき、1968年度から食糧

援助（以下、｢KR｣と記す）を開始した。1971年の食糧援助規約改訂の際に、日本国政府は「ア

メリカ又は受益国が要請する場合には農業物資で援助を供与することにより、義務を履行す

る権利を有する」旨の留保を付した。これ以降、わが国はKRの枠組みにおいて、コメやムギ

などの食糧に加え、食糧増産に必要となる農業資機材についても被援助国政府がそれらを調

達するための資金供与を開始した。 
1977年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算をKRから切り離し、「食糧増産援助

（Grant Aid for the Increase of Food Production）（以下、後述の「貧困農民支援」とともに「2KR」
と記す）」として新設した。以来、日本国政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、

食糧増産に向けた自助努力を支援することが重要である」との観点から、2KRを実施してきた。

さらに、2005年度より、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食料の自

給に向けた開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援していくこととし、裨益対

象を貧困農民、小農とすることを一層明確化するために、「食糧増産援助」を「貧困農民支援

（Grant Assistance for Underprivileged Farmers）」に名称変更した。 
JICAが2006～2007年に実施した基礎研究「貧困農民支援の制度設計に係る基礎研究（フェ

ーズⅡ）」では、2KRの理念は「人間の安全保障の視点を重視して、持続的な食糧生産を行う

食糧増産とともに貧困農民の自立をめざすことで、食糧安全保障並びに貧困削減を図る」と

定義され、農業資機材の投入により効率的な食糧生産を行う「持続的食糧生産アプローチ」

及び見返り資金の小規模農民・貧困農民への使用を主とする「貧困農民自立支援アプローチ」

の2つのアプローチで構成されるデュアル戦略が提言された。 
ハイチ共和国（以下、「ハイチ」と記す）では、農業はGDPの1/4を占める主要産業である。

しかしながら、長年にわたる政情不安や度重なるハリケーンによる被害の影響、農業資金の

不足、農産物の流通に不可欠なインフラの欠如、農業技術の低さなどにより、農業基盤は極

めて脆弱である。食料の自給率は50％以下で、国民の約50％が慢性的な栄養失調という深刻

な状態にあり（FAO Food Security Indicators, 2011-2013）、食糧安全保障の観点から、農業生産

性の向上はハイチの国家政策のなかでも重要課題の1つとされている。 
このような状況の下、ハイチよりわが国に対して、適切な農業投入財を用いた農業生産性

の向上による食糧安全保障の確立を目的とした2KRの要請がなされた。 
 
（2）目的 

本調査は、ハイチについて、貧困農民支援（2KR）の実施を検討するうえで必要となる情報

を収集し、要請内容の妥当性を検討することを目的として実施された。 

                                                        
1 現行の食糧援助規約は1999年に改定され、日本、米国、カナダなど7カ国、及びEU（欧州連合）とその加盟国が加盟しており、

日本の年間の最小拠出義務量はコムギ換算で30万tとなっている。 
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１－２ 体制と手法 

（1）調査実施手法 
現地調査において、 2KRの実施機関である農業天然資源地方開発省（Ministère de 

l’Agriculture, des Ressources Naturelles et du Développement Rural：MARNDR）、見返り資金管理

機関である開発援助計画貨幣化事務所（Bureau de Monetisation des Programmes d’aide au 
Développement：BMPAD）のほか、資材取扱業者、国際機関、農家への聞き取り調査、現場で

のサイト調査、資料収集等を行うことにより、ハイチにおける2KRのニーズについて確認を行

った。また、過去の2KR実施結果及び在庫の確認、資材の配布・販売体制、モニタリング評価

体制の確認と行うとともに、見返り資金の積立方法、積立義務額と現在の積立状況等を確認

した。更にわが国の他スキームの協力や、国際機関、NGOのプロジェクトの有無、実施され

ている場合は内容及び関係機関、体制等を確認するとともに、連携の可能性についても検討

した。調査を通して特に、貧困農民への裨益、配布の体制とモニタリング方法、また、評価

方法について留意したうえで、2KRの実施体制を確認した。帰国後の国内解析においては、現

地調査の結果を分析し、要請資機材計画の妥当性の検討を行った。 
 
（2）調査団構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 山口 尚孝 
独立行政法人国際協力機構 
ドミニカ共和国事務所 次長 

計画管理 中村 麻紀 
独立行政法人国際協力機構 
農村開発部畑作地帯課 調査役 

貧困農民支援・ 
資機材計画 

西山 栄徳 
特定非営利活動法人HANDS 
プログラム・オフィサー 

通訳（仏語） 小山 朋宏 
一般財団法人日本国際協力センター 
研修事業部 コーディネーター 

 
（3）調査日程 

・総括：2013年10月22日（火）～23日（水）、11月10日（日）～12日（火） 
・計画管理：2013年11月3日（日）～11月12日（火） 
・資機材調達計画管理/通訳（仏語）：2013年10月20日（日）～11月14日（木） 
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山口尚孝（総括） 中村麻紀（計画管理） 西山栄徳（貧困農民支援）/小山朋宏（通訳（仏語））
1 2013/10/20 日 東京→ニューヨーク→ポルトープランス
2 ▷09.30-12.30 JICAフィールドオフィス表敬・打合せ

▷12.30-14.00 車両借り上げ費の見積もり取得
▷14.00-16.15 MARNDR打合せ
▷16.30-17.00 車両借り上げ費の見積もり取得

3 サントドミンゴ→ポルトープランス ▷08.30-09.30 IFADから聞き取り調査
▷10.00-12.00 MARNDR表敬・打合せ ⇐
▷14.00-15.00 BMPAD表敬・打合せ ⇐

4 ▷08.30-09.30 IDBから聞き取り調査 ⇐
▷10.00-11.00 USAIDから聞き取り調査 ⇐

▷14.00-14.30 MARNDR打合せ
▷15.15-16.15 FAOから聞き取り調査

ポルトープランス→サントドミンゴ
5 ▷9.15-10.15 COMMAG社から聞き取り調査

▷10.45-12.00 DARBOUCO社から聞き取り調査
▷12.45-13.45 MARNDAR打合せ
▷14.15-15.30 SGROSERVICEから聞き取り調査
▷16.15-17.30 REINBOLDから聞き取り調査

6 ▷09.00-10.15 IICAから聞き取り調査
▷12.45-14.00農民/肥料卸売（小売）業者から聞き取り調査
ポルトープランス14.30-（車両）-18.30レカイ

【西県】⇒【南県】

7 2013/10/26 土 ▷09.30-11.30 DDA聞き取り調査

▷12.15-14.00農民から聞き取り調査

8 ▷10.45-11.45 食糧価格調査

資料整理

9 ▷09.45-13.15 台湾プロジェクト調査（フィールド調査①）

▷13.45-14.45 レカイ市内卸売（小売り）業者から聞き取り調査
10 ▷09.15-11.15 レカイ郊外北北西10km農村のフィールド調査②

火 レカイ11.30-（車両）-16.00ポルトープランス

【南県】⇒【西県】

11 【西県】⇒【アルティボニート県】

水 ポルトープランス06.00-（車両）-09.30サンマルク

▷10.00-11.45 ODVA（ポントソンデ）聞き取り調査（フィールド調
査③）
▷11.45-13.00 卸売（小売り）業者聞き取り調査

12 サンマルク13.45→（車両）→16.00ポルトープランス

【アルティボニート県】⇒【西県】

13 2013/11/1 金 資料整理

14 2013/11/2 土 資料整理

15 2013/11/3 日 東京→アトランタ→マイアミ 資料整理
16 2013/11/4 月 マイアミ→ポルトープランス

17 2013/11/5 火 【西県】⇒【南東県】
ポルトープランス06.00→（車両）→11.30チョット

チョット14.00→（車両）→19.30ポルトープランス
【南東県】⇒【西県】

18 2013/11/6 水 【西県】⇒【南東県】

19 2013/11/7 木

【南東県】⇒【西県】
20 2013/11/8 金

21 2013/11/9 土

22 2013/11/10 日 サントドミンゴ→ポルトープランス 資料整理
団内打合せ

23 2013/11/11 月

24 2013/11/12 火
ポルトープランス→サントドミンゴ ポルトープランス→パナマ ポルトープランス→ニューヨーク

25 2013/11/13 水 ニューヨーク→
26 2013/11/14 木 →東京

フォート・ジャクメル12.45→（車両）→13.30ポルトープランス

▷11.00-12.00 ミニッツ署名
▷14.30-15.30 JICAフィールドオフィース報告・打合せ
▷10.00-11.00 在ハイチ日本大使館表敬・報告

▷10.30-12.45 フォートジャクメル農家の聞き取り調査・フィールド調査

▷11.30-12.30 南東県ＤＤＡチョット支局での聞き取り調査
▷13.30-14.00 フォートデスピンス卸売業者倉庫調査

ポルトープランス09.00→（車両）→11.30ジャクメル
▷12.45-14.15 南東県DDA聞き取り調査
▷14.30-16.00 ジャクメル市郊外フィールド調査
ジャクメル09.00→（車両）→マリゴット10.30
▷10.30-12.30 マリゴット市郊外フィールド調査
マリゴット12.30→（車両）→16.30ポルトープランス

▷09.45-13.30 MARNDR打合せ
▷14.30-15.30 JICAフィールドオフィース打合せ
ポルトープランス09.45→（車両）→10.30フォート・ジャクメル

▷15.00-15.45 BMPAD表敬・打合せ

2013/10/24 木

2013/10/25 金

2013/10/27 日

2013/10/28 月

2013/10/29

2013/10/30

2013/10/31 木

▷11.45-12.45 JICAフィールドオフィス表敬・打合せ
▷13.30-14.15MARNDR表敬・打合せ

ハイチ　平成２５年度貧困農民支援（２ＫＲ）準備調査　調査日程
日付

2013/10/21 月

2013/10/22 火

2013/10/23 水
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（4）面談者リスト 
【実施機関】 

1）農業天然資源地方開発省（MARNDR） 
Pierre Guy Lafontant Director General（次官） 
Jacqus Alix Coordinator of fertilizer subsidy programme（PSF） 
Nadjeda Daniel Isma（Ms） Chief of technical service of PSF 
Blaise Perardleconte Incharge of monitoring of PSF 
2）南県農業事務所（DDA） 
Saintus Jean Raymord 研究所担当 
Burin Fidell モニタリング・評価担当 
3）南東県農業事務所（DDA） 
Alexandre Piene Claudel 所長 
Junior Morency チョット支局長 
Charpentier Marc チョット支局農業技術者 
4）開発援助計画貨幣化事務所（BMPAD） 
Michael Lecorps Director General（次官） 
Jean Alix Nicolas Director General of Adjoint 
Jean Ralph Caze Director of Commercial 

 
【肥料販売業者】 

1）Agroservice社 
Claude Derenoncourt Vice-president 
Ena P.Derenoncourt Director General 
2）ComAg社 
Rose-lu Desir Vice-president 
3）Darbouco s.a社 
Johan-Henri Dartigue President-Director General 
4）REINBOLD Exprt-Import社 
Jorge R. Reinbold President 
5）南県レカイ市肥料卸売（小売り）業者 
Luc Gregory Georges Kumbi Distribution 
6）南東県ホレイデスピン市肥料卸売（小売り）業者 
Chery Anglade President 

 
【援助機関】 

1）国連食糧農業機関（FAO Haiti） 
Frits M.J.Ohler Representative 
Volny Paultre Assistant Representative（Programme） 
2）米州開発銀行（IDB Haiti） 
Gilles Damais Chief of Operations 
Bruno Jacquest Rural Development Senior Assistant 
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3）国際農業開発基金（IFAD Haiti） 
E.Kasalu-Coffin（Ms） Country Programme Manager 
Marcelin Norvilus Country Presence Officer 
4）米州農業協力研究所（IICA） 
Alfredo J.Mena Pantaleon Reprentative 
5）米国国際開発庁（USAID Haiti） 
Mariene Chrysostome, Ph.D National Resources & Envirnmental Manager 
James Edwin Woolley Senior Agronomist 
Isaac Nichel Senior Work Force Development 
Matthew Anderson Feed the Future Coordinator 
6）国際合作発展基金会（ICDF） 
Pierre Jeure Coordinator 
James T.R.Wang Coordinator 
K.Chin Chien Expert 

 
【ハイチ国内プロジェクト】 

1）アルティボニート渓谷開発公社（ODVA） 
D’Haiti Samuel 野菜生産部部長 
Saintlouis Christophe 農業生産部 Coordinator 

 
【日本政府側】 

1）在ハイチ日本国大使館 
倉富 健治 大使 
井上 理恵 三等書記官 
2）JICAハイチ・フィールドオフィス 
増本 浩光 企画調査員 
熊野 優 企画調査員 
高橋 祐司 復興・開発計画実施支援専門家 
Hubert Robert Consultant（Agriculture） 
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第２章 当該国における農業セクターの概況 
 
２－１ 農業セクターの現状と課題 

（1）ハイチ経済における農業セクターの位置づけ 
1804年にフランスから独立したハイチは、米州では米国に次いで2番目に早く独立した国で

あるが、建国以来政治的混乱が続いている。数年に1度のハリケーン被害もあり、国民は長く

貧困に苦しんできたが、更に2010年1月12日にマグニチュード7.0の大地震が発生し、死者約31
万人を超える大きな被害を受けた。大地震後もコレラの流行や大統領選挙に伴う政権発足の

遅延などの影響により復興が遅れているうえ、地震前から社会基盤が脆弱な同国は、基礎社

会サービスの欠如など多くの開発課題を抱えている。 
ハイチ経済において、農業はGDPの1/4を占める主要産業であり、総人口の46％、就労人口

では57％が農業に従事している。しかしながら、長年にわたる政情不安や度重なるハリケー

ンによる被害の影響、農業資金の不足、農産物の流通に不可欠なインフラの欠如、農業技術

の低さ等により、農業基盤は極めて脆弱である。また、人口の急増とともに、無秩序な森林

伐採が行われ、土壌浸食が深刻な問題となっている。 
表２－１に、ハイチにおける実質GDPの推移を示す。農林水産業については、絶対額の伸

びはみられないものの、どの年度においても、GDPに占める割合が飲食・ホテルに次いで大

きく、全体の約1/4を占める。なお同国の場合、林業・水産業はあまり発達していないため、

このGDP数値はほぼ農業によるものである。 
 

表２－１ ハイチの実質GDPの推移 

（単位：百万HTG） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所：<1>、<2> ハイチ共和国平成22年度貧困農民支援（2KR）準備調査 
<3>、<4> STATISTIQES ECONOMIQUESより調査団が作成 

 
表２－２に、2012年のハイチの県別人口（推定値）を示す。ハイチは10県の行政区分に分

けられ、そのうち首都ポルトープランスがある西県が人口の1/3強を占める。全国を都市部と

地方部に分けた場合、50.5％の人口が地方部に居住している。農村部の人口の割合は、首都ポ

ルトープランスのある西県を除く9県の合計では68.6％と高くなる。特に大きな産業がないハ

イチでは、これら地方人口のほとんどが農業に従事または依存した生活を営んでいるといえる。 

)

2011/12 (推定値） 2012/13 (推定値）

1 農林水産業 3,256 27.47% 3,288 25.40% 3,326 25.72% 3,253 24.51%
2 鉱業 14 0.12% 17 0.13% 18 0.14% 19 0.14%
3 工業 996 8.40% 1,067 8.24% 1,074 8.30% 1,150 8.67%
4 電気・水道 75 0.63% 68 0.53% 88 0.68% 102 0.77%
5 建設・公共事業 977 8.24% 1,119 8.64% 1,274 9.85% 1,342 10.11%
6 飲食・ホテル 3,350 28.27% 3,911 30.21% 3,766 29.12% 3,906 29.43%
7 運輸・通信 806 6.80% 991 7.66% 1,034 8.00% 1,085 8.18%
8 その他の商業サービス 1,542 13.01% 1,654 12.78% 1,577 12.19% 1,639 12.35%
9 サービス 1,358 11.46% 1,518 11.73% 1,586 12.26% 1,629 12.27%

10 不突合 -523 -4.41% -689 -5.32% -810 -6.26% -854 -6.44%
小計 11,851 100.00% 12,944 100.00% 12,933 100.00% 13,271 100.00%

税金・補助金 934 1,071 1,063 1,121
国民総生産

<1> <2> <3> <4>
業種

14,392

2004/05 2008/09

12,785 14,015 13,996
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表２－２ ハイチの県別の人口 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Institut Haitien de Statistique et d'Informatiqueを基に調査団が作成 

 
（2）自然環境条件 

首都ポルトープランスを例にとると一年中気温が高く、7～10月にかけてもっとも高くなる。

年間降水量は約1,440mmで、雨期は4～5月と8～10月に分けられる。図２－１に平均気温、図

２－２に平均降水量を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－１ ポルトープランスの平均気温 

出所：2013年World weather & climate information 

県名 （人） 割合 県名 （人） 割合
1 北西県 都市部（近郊含む） 185,250 26.6% 7 南県 都市部（近郊含む） 160,604 21.7%

地方部 510,252 73.4% 地方部 578,961 78.3%
小計 695,502 小計 739,565

2 北県 都市部（近郊含む） 490,385 48.2% 8 グランダンス県 都市部（近郊含む） 98,794 22.1%
地方部 528,026 51.8% 地方部 348,107 77.9%
小計 1,018,411 小計 446,901

3 北東県 都市部（近郊含む） 173,745 46.2% 9 アルティボニート県 都市部（近郊含む） 673,216 40.8%
地方部 202,221 53.8% 地方部 975,370 59.2%
小計 375,966 小計 1,648,586

4 中央県 都市部（近郊含む） 137,856 19.4% 10 ニップ県 都市部（近郊含む） 55,630 17.0%
地方部 574,282 80.6% 地方部 271,244 83.0%
小計 712,138 小計 326,874

5 西県 都市部（近郊含む） 3,091,686 80.4% 合計 都市部（近郊含む） 5,154,940 49.5%
地方部 753,884 19.6% 地方部 5,258,271 50.5%
小計 3,845,570 小計 10,413,211

6 南東県 都市部（近郊含む） 87,774 14.5% 西県を除く合計 都市部（近郊含む） 2,063,254 31.4%
地方部 515,924 85.5% 地方部 4,504,387 68.6%
小計 603,698 小計 6,567,641
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図２－２ ポルトープランスの平均降水量 

出所：2013年World weather & climate information 

 
（3）土地利用状況 

ハイチにおいて、河川や湖沼を除いた陸地面積に占める農地面積は64％である。隣国のド

ミニカ共和国と比較すると、ドミニカ共和国の陸地面積に占める割合よりもやや高い（表２

－３参照）。MARNDRによると、ハイチでは人口急増に伴い耕作面積が増加しており、農業適

地面積を20～30％超えている状況である。 
灌漑面積については、表２－３のとおり、農地面積に占める割合がドミニカ共和国は13％

であるのに対して、ハイチではわずか5％であり、天水農業が中心となっている。 
 

表２－３ ハイチの土地利用区分 

（単位：1,000ha） 

 国土面積 陸地面積 農地面積注1 灌漑面積注2 
ハイチ 2,775 2,756 1,770（64％） 97（5％） 
ドミニカ共和国 4,867 4,832 2,447（51％） 307（13％） 

注1：牧草地も含む。カッコ内は陸地面積に占める割合 
注2：カッコ内は農用地面積に占める割合 
出所：FAOSTAT 

 
（4）食料事情 

2009年のハイチにおける主な農作物の食料バランスを表２－４に示す。 
 

表２－４ ハイチの食料事情（食料バランス） 

（単位：1,000t） 
 国内消費量 国内供給量 
 消費量 

（食料） 
種子 飼料 計 国内生産量 輸入量 在庫変動 計 

コメ（精米換算） 399 3 - 402 86 328 - 414 
トウモロコシ 233 11 20 264 304 41 -65 280 
調理用バナナ 213 - -  365 - - 365 
豆類 108 5 - 113 94 28 - 122 
イモ類 792 2 55 849 1057 1 - 1058 
野菜（生鮮） 198 - - 198 167 50 - 217 
出所：FAOSTAT 
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食糧としての消費が一番多いコメは、消費量39万9,000tに対して国内生産量は8万6,000tであ

り、自給率は20％程度にとどまる。しかし、ハイチの場合、コメの必要量は50万t以上といわ

れており、必要な需要量を満たしているわけではない。同じく主要な食糧であるトウモロコ

シは、ほぼ国内生産で満たしているが、一部は輸入されている。また、ハイチの主食の1つで

あるコムギについては国内で生産されておらず、100％輸入に依存している。 
ハイチに対しては他ドナーや国際機関による食糧援助が行われており、わが国も1986年度

から計21回（累計で81億9,000円）の食糧援助（KR）を実施して、主に米国産のコメを調達し

ている。わが国のハイチに対するKRの実績の一覧を表２－５に示す。2012年度KRで調達した

コメ（9,215t）は、2013年8月12日にポルトープランス港に全量到着し、同10月2日に引き渡し

式が行われた。 
 

表２－５ わが国のハイチ向け食糧援助（KR）の実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：外務省HPより調査団が作成 

 
ハイチにおける主要食糧であるコメとトウモロコシの生産状況の推移を表２－６に示す。

対象データとして、1963年（統計上最も古いデータ）、1979年（2KR開始時）、1996年と2006
年、直近の3年間を抽出した。 

 
表２－６ ハイチのコメとトウモロコシの生産状況の推移 

 
 
 
 
 
 
 

出所：FAOSTAT 

 
コメの栽培面積は、1979年以降、平均して5万ha前後で推移している。収量については1979

年以降、10万t以上の収量となっている。単収については基本的に変動がなく、2t/ha台である。

E/N額 E/N額
（億円） （億円）

1 1986 5.00 12 2001 3.00 2002/6/26
2 1987 5.00 13 2002 3.00 2003/4/22
3 1988 3.00 14 2003 3.00 2004/3/16 WFP経由
4 1989 2.00 15 2005 3.60 2006/4/13
5 1990 2.00 16 2006 3.60 2007/3/23
6 1991 1.50 17 2007 4.80 2007/12/14
7 1995 4.00 18 2008 7.80 2008/10/11
8 1996 3.00 19 2009 6.30 2009/12/1
9 1997 4.00 20 2011 4.90 2012/3/8
10 1998 3.00 21 2012 5.40 2012/12/7
11 1999 4.00 合計 36.50

E/N締結日 注年度 年度E/N締結日 注

1963 1979 1996 2006 2010 2011 2012

栽培面積 (1,000ha) 33.0 54.0 48.2 53.0 52.4 52.0 50.0

収量 (1,000t) 64.0 122.1 120.0 110.0 117.6 115.0 106.0

単収 (t/ha) 1.9 2.3 2.5 2.1 2.2 2.2 2.1

1963 1979 1996 2006 2010 2011 2012

栽培面積 (1,000ha) 220.0 233.7 257.0 263.0 415.0 420.0 380.0

収量 (1,000t) 230.0 183.3 204.1 205.0 340.0 360.0 202.0

単収 (t/ha) 1.0 0.8 0.8 0.8 0.8 0.9 0.5

コメ

トウモロコシ
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なお、コメの生産に関して、隣国ドミニカ共和国の2012年単収は1ha当たり4.7tであり、両国

のコメ生産の生産性には大きな違いがある。ドミニカ共和国では大規模灌漑施設を有するこ

とも、生産性に差がある要因の1つである。 
トウモロコシの栽培面積は、1963年以降、2006年まで20万ha台であった。その後、表２－

６中にあるように、2010年と2011年は40万haを超えた。それに呼応して収量も2010年に34万t、
2011年に36万tと過去最高値を記録した。しかし、2012年は干ばつの影響で前年度比44％減の

20万2,000tまで落ち込んだ。単収については、隣国ドミニカ共和国の30％程度と極めて低い。 
 
（5）農業セクターの課題 

これまで述べてきたように、ハイチ農業事情は、農業資金の不足、灌漑施設や道路網等の

インフラの未整備、農業投入材へのアクセスの困難さ、農業技術の低さ、土壌の劣化等、多

様な課題を抱えており、生産性の向上を阻害している。食料の自給率は50％以下で、国民の

約50％が慢性的な栄養失調という深刻な状態にあり、FAOの食料不足認定国の1つである。 
また、ハイチは、最も自然災害の危険にさらされている国の1つであり、農業セクターにも

大きな影響を与えている。自然災害に対して最も脆弱な国では世界で6番目であり、国民の

96％が、気候変動の影響にさらされた地域で生活している。ハイチは、開発途上にある小規

模な島国のなかで、サイクロンに対し脆弱であることを示す指数が最も高く、物理的にも、

社会経済的にもサイクロンによる大きな影響を受けており、ハイチは世界で最も自然災害の

直接的リスクにさらされた不安定な国の1つとされている。 
2011年に実施された食糧安全保障に関する調査によると、国民の38％が食料不安にさらさ

れている。2012年のサイクロン “Sandy”による影響、地域内で頻発する干ばつ、2012年雨期の

収穫量の低さ、及び食料品価格の値上がり等により、食料不安は近年更に高まっている。 
以下、2KRに関係する課題として、農業投入材、特に肥料へのアクセスについて述べる。ハ

イチの場合、肥料の国内生産は行われておらず、全量輸入に依存している。しかし、隣国ド

ミニカ共和国では2つの肥料混合会社が運営を行っているため、隣国から調達可能である。肥

料は体積が大きいため、一般的に価格（CIP価格）に輸送費の占める割合が大きく、隣国から

調達できるメリットは大きい。 
2000～2012年の、尿素のハイチ国内小売価格と国際価格（FOB価格）の比較を図２－３に示

す。肥料の国際価格は、原料である石油価格の変動、大口消費国である中国、米国、インド、

オーストラリア等の動向に大きく左右される。過去、2003～2008年は国際価格の高騰に合わ

せてハイチ国内の小売価格も急上昇しているが、2009～2011年の期間は、両価格は、ほぼ同

じか、ハイチ内の小売価格がFOB価格を下回っている。これはMARNDRが2009年から実施し

ている補助金政策によって、小売価格が廉価に設定されていることによるものである。 
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図２－３ 尿素価格の国際価格とハイチにおける農民に対する小売価格の比較 

出所：MARNDR資料 

 
補助金政策はMARNDRの肥料補助金プログラム（Programme de Subvention de Fertilisants：

PSF）部門が実施している。PSFはハイチで流通する肥料の政府側窓口として、国内に流通す

る肥料に補助金を出すことにより、1袋当たり統一価格900HTG（硫安のみ550HTG）にて、末

端消費者である農民に販売されるシステムである。これにより、現在ハイチ国内に流通する

肥料はすべて、政府の管理下にある。 
図２－４にハイチの過去14年間の主要肥料の価格推移を示す。2004年に価格が高騰し、そ

の後2008年に再度価格が急上昇したが、2009年に補助金政策によって統一価格が導入されて

から、価格が安定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単位：HTG） 

図２－４ ハイチにおける尿素、硫安、NPK（20-20-10）の1袋（100lbs）の価格の推移 

出所：MARNDR資料 

 
図２－５に、2008年以降のMARNDRの肥料取扱量を示す。ハイチ政府が予算処置可能な補

助金には限度があり、構造的に肥料流通量は補助金総額に大きく左右される。MARNDRによ

ると、ハイチにおいて必要な肥料の量は年間6万tであるとされ、国内流通量は絶対的に不足し

ている状況である。 

尿素の農民に対するハイチでの小売価格 

尿素の国際価格（FOB価格） 

尿素 硫安 NPK(20-20-10) 
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出所：MARNDR資料 （単位：t） 

図２－５ MARNDRによる肥料取扱量 

 
２－２ 貧困農民の現状と課題 

（1）貧困の状況 
ハイチは中南米で唯一の後発開発途上国（LDC）である。ハイチの貧困に係る主要指標を

表２－７に示す。1人当たりのGNIは760US$であり、ラテンアメリカ及びカリブ海諸国平均と

比較しても10分の1に満たない。貧困率についても、1日1US$以下で暮らす最貧困層が人口の

半数を超えており、農村部においては更に貧困率が高いことがわかる。 
 

表２－７ ハイチの貧困に係る主要指標 

 
ハイチ 

ラテンアメリカ及びカ

リブ海諸国 
1人当たり国民総所得（GNI）
（アトラス・メソッド）1 

760 US$（2012年） 8,981 US$（2012年） 

貧困率（国際貧困ライン） 
（1日1.25 US$以下）1 

 11.9％（2002年） 
5.5％（2010年） 

都市部 23％ 
農村部 67％ 

最貧困率 
（1日1 US$以下）2 
 全国 56％ 

都市部 45％ 
農村部 88％ 

貧困率 
（1日2 US$以下）2 
 全国 77％ 

 

出所：1 World Development Indicators 
2 Growth and Poverty Reduction Strategy Paper（2008-2010）, Nov. 2007 

 
（2）農民分類 

現地調査の結果、ハイチの農民はおおむね以下のように分類される。 
1）自分の農地を耕作するとともに、地主から農地を借りて耕作する農民 
2）自分の農地をもちながら季節によって他の地域で日雇い農業に従事する農民 
3）農地を全くもたずに常に日雇いで農業に従事する農民 
今次調査で聞き取り調査をした農民に限れば、すべての農民が耕作面積、自分の所有農地

面積、賃貸農地面積について把握しており、ハイチの農地所有と営農の特徴の一端をうかが

うことができる。 
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農業の機械化がほとんど進んでいないハイチでは、人力以外では、わずかに役畜（ウシ）

による耕作が行われている程度である。したがって播種や収穫期等の繁忙期には家族総出の

労働や近隣農民の協力があっても限界があるため、2）や 3）の日雇い農民の労働力が必要と

なる。実際には、灌漑施設のない山岳・平野部の乾燥地域の農民が農閑期に他の地域に出稼

ぎに出ている事例が多いようである。このようにハイチでは人力による耕作が大部分のため、

農地は小さく区画されている。 
また、農地を地主から購入せずに賃借によって耕作する背景には、ハイチの複雑な土地登

記システムにあると推測される。農地を含む土地は、譲渡または売買の対象となるが、その

売買取引にかかるコストが非常に高く、土地価格の25～40％に及び、また法的プロセス（手

続き）も非常に長く、1件の登記に平均400日かかるとされる。その結果、土地所有者たちは

当事者同士で話し合い、賃借などにより登記コストの出費を避ける傾向にあると思われる。 
 
（3）貧困農民の課題 

既述のとおり農業機械化がほとんど進んでいないため、大半の農家は、鋤（スキ）や鍬（ク

ワ）等の農具を使用して耕作している。また、肥料を使用している農民は27％のみであると

いう報告事例もあり、農業資材の投入の少なさを表している。低い農業技術、農業普及シス

テムの未整備、農業資機材やクレジットへのアクセスの悪さ等が、農業生産性の向上を阻害

しており、更には収穫後のロスも大きいと推測される。また、農作物の流通には道路が不可

欠であるが、道路延長は4,160kmで、国土面積で除した普及率は0.15％、舗装率は24％にとど

まる。ちなみに隣国のドミニカ共和国では、道路延長が12,600km、国土面積で除した普及率

は0.25％、舗装率は49.4％であり、ハイチの道路網整備が低いことが分かる。この道路網整備

の低さは、農村部から都市部への輸送コスト高につながっている可能性がある。一方で、輸

入関税が安く、低価格の輸入農産物が流通しており、国産の農産物は価格競争にさらされ、

結果的に貧困農民の家計を直撃することになる。 
貧困農民の90％以上は天水農業に依存している。灌漑により農業生産性を上げることが可

能な農地は15万ha以上あるが、整備は進んでいない。また、既存の灌漑農地は、灌漑施設の

維持管理状況が悪いため、実質的には天水に依存した農業を営んでいるところもある。 
ハイチでは多くの貧困農民はヤギ等家畜を飼っており、こうした農家では、収入の27％を

家畜が占めている。FAOの統計によると2011年にヤギが191万頭、ウシが145万5,000頭、ブタ

が100万1,000頭報告されている。現状においては、有畜農業を効果的に営むことが重要と考え

られる。 
農村部の家庭の約40％は女性が実質的に家計を支えている。女性たちは、食料確保と家計

収入確保に大きく貢献しているにもかかわらず、生産者組織や地域開発グループの幹部組織

に名を連ねることは多くない。理由としては、女性の就学率の低さが挙げられる。農村部の

成人女性の識字率はわずか26％であり、教育レベルも低いのが実情で、女子の就学率の向上

は今後のハイチの開発を考えるうえで極めて重要な課題といえる。 
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２－３ 上位計画 

（1）国家開発計画 
ハイチでは2033年までの長期開発政策である「国家開発戦略計画（PSDH）」が2012年に制

定されており、国土、経済、社会、制度の再構築が大項目として掲げられている。そのうち、

「経済の再構築」は8つのプログラムに分かれ、農業に関するプログラム（2.2農業・畜産業の

近代化と活性化）は更に5つのサブプログラムに分かれている。 
 

大項目 プログラム サブプログラム 

1：国土の再構築 

2：経済の再構築  

3：社会の再構築 

4：制度の再構築 

2.1：アクティブなガバナンスの確立 

2.2：農業・畜産業の近代化と活性化  

2.3：漁業の近代化 

2.4：産業開発の支援 

2.5：サービスセクターの近代化と活性化

2.6：観光開発の支援 

2.7：鉱物資源・エネルギー資源の活用 

2.8：雇用開発 

2.2.1：植物生産・動物生産の多様化と集約化

2.2.2：農業資機材へのアクセスの改善 

2.2.3：灌漑施設の建設と改修 

2.2.4：農業資機材と農産品の倉庫網設置 

2.2.5：屠殺場と畜産製品コールドチェーンの

確立 

 
特に2KRと関係する「サブプログラム：2.2.2 農業資機材へのアクセスの改善」では、直接

的な支援策として、資機材の供給または資機材調達のための資金支援を実施し、当該セクタ

ーの近代化と活性化を図ることなどが掲げられている。 
また同じく2KRと関係の深い「サブプログラム 2.2.4：農業資機材と農産品の倉庫網設置」

では、必要な時期に必要な資機材（種子、肥料、農薬等）へのアクセスを可能にし、生産性

と収量の向上、農家・畜産家の経済状況、生活環境、基礎的社会サービスへのアクセス改善

が掲げられている。また、農産物の保存や流通、農業インフラの整備等により、作物の生産

だけでなく品質も向上させ、収穫後のロスを削減して、収入の向上に貢献することが目標と

されている。 
 
（2）農業開発計画 

ハイチの農業開発計画としては、2010年に策定された「農業投資計画（PNIA）2010～2016」
と、それを基にハイチの食糧安全保障向上と経済成長に資することを目的に、前述の「国家

開発戦略計画（PSDH）」のプログラム内容、目標値等を具体的に明らかにした「Programme 
Triennal de Relance Agricole（農業復興3年計画）2013～2016」がある。2010年に策定された「農

業投資計画（PNIA）」では、全国を対象とした農業の活性化支援の1つとして、肥料代金の助

成を内容とする肥料補助金プログラムの継続と強化が掲げられている。 
農業復興3年計画では、以下4つの目標が掲げられている。 
① MARNDRは近代化をめざし、ガバナンスを強化する。 
② 家族経営の農家の収入増加をめざし、その結果、食料自給率が50％から60％に向上す

る。 
③ 農業の輸出を拡大する。具体的には38.74百万US$（2009/10年実績）から40％増加する。 
④ 適正な農業技術の活性化、自然資源の利用の促進、土地の劣化の防止等によって、現
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在の栽培面積（5万5,000ha）の利用割合10％を12％に増大させる。 
 
ハイチはこれらの目標を実現させるために以下4つのサブプログラムを策定しており、作物

ごとの投資額や増収目標等、具体的な計画が表２－８のとおり示されている。 
① 農業分野体制・統治強化サブプログラム（PRIGSA） 
② 家族農業支援サブプログラム（PAAF） 
③ 商業目的農業強化サブプログラム（PRAC） 
④ 農村インフラ開発・流域整備サブプログラム（DIRAB） 

 
表２－８ 農業復興3年計画での投資計画 

 

増収量（t） PAAF 投資額 PRAC 投資額 
作物 

1 年後 3 年後 2013 年 2013-16 年 2013 年 2013-16 年 
（単位）

361,260 837,000 40,140 93,000  （千 HTG）
1 トウモロコシ 400 600 

81.54 188.91 9.06 20.99  （億円）

629,160 1,532,240 157,290 383,060  （千 HTG）
2 コメ 144 240 

142.00 345.83 35.50 86.46  （億円）

225,000 550,000 225,000 550,000  （千 HTG）
3 インゲン豆 110 120 

50.78 124.14 50.78 124.14  （億円）

300,000 800,000 - - （千 HTG）
4 ソルガム - - 

67.71 180.56 - - （億円）

95,625 286,875 223,125 669,375  （千 HTG）
5 調理用バナナ - - 

21.58 64.75 50.36 151.08  （億円）

212,500 425,000 37,500 75,000  （千 HTG）
6 イモ類 - 40 

47.96 95.92 8.46 16.93  （億円）

150,000 450,000 50,000 150,000  （千 HTG）
7 

野菜（都市部と

その近郊） 
- - 

33.86 101.57 11.29 33.86  （億円）

168,750 468,750 56,250 156,250  （千 HTG）
8 ヤム - - 

38.09 105.80 12.70 35.27  （億円）

2,142,295 5,349,865 789,305 2,076,685  （千 HTG）
 合計 - - 

483.52 1,207.48 178.15 468.73  （億円）

出所：Programme Triennal de Relance Agricole 2013-2016より調査団が作成 

 
（3）本2KRと上位計画の整合性 

2012年に制定された「国家開発戦略計画（PSDH）」では、経済部門において「農業・畜産

業の近代化と活性化」が高い優先順位となっており、具体的には直接的な支援策として、資

機材の供給または資機材調達のための資金支援を実施し、当該セクターの近代化と活性化を

図ることとされている。本2KR（肥料調達による外貨支援）はハイチの上位計画に沿ったもの

である。 
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第３章 当該国における2KRの実績、効果及び聞き取り調査結果 
 
３－１ 実績 

わが国は、1997年度から2010年度まで、合計26回、主として二国間援助を通じて2KRを実施して

きた。累積供与額は89億2,800万円である。 
 

表３－１ ハイチ2KR実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：表中の年度はJICAが調査を実施した年度に準ずる 
出所：外務省ウェブサイト及び平成15年度2KR調査報告書を基に調査団が作成 

 
 

なお、表３－２に示したようにノン・プロジェクト無償資金協力を計5回（E/N総額23.00億円）

供与しており、2008年度と2009年度には2KR同様に肥料が調達された。 
 

年度 E/N額（億円） E/N締結日 カテゴリー分類

1 1979 2.00 - -
2 1980 3.00 - -
3 1981 3.00 - -
4 1982 2.00 - -
5 1983 4.00 - -
6 1984 6.00 - -
7 1984 5.00 - -
8 1985 5.00 1985/12/27 農機、肥料、農薬
9 1986 5.00 1987/01/14 農機、肥料、農薬

10 1987 4.00 1988/04/21 農機、肥料、農薬
11 1988 4.00 1989/04/19 農機、肥料、農薬
12 1989 2.50 1989/12/14 農機、肥料、農薬
13 1990 3.50 1990/10/30 農機、肥料、農薬
14 1991 4.00 1991/07/18 農機、肥料、農薬
15 1995 4.00 1996/01/09 肥料、農機
16 1996 4.00 1996/06/19 肥料、農機
17 1997 4.00 1997/12/23 肥料
18 1998 4.00 1998/09/14 肥料
19 1998 2.40 1999/04/15 肥料、農機
20 1999 4.00 2000/04/06 肥料
21 2000 3.00 2001/04/17 肥料、農機
22 2001 3.00 2002/01/07 肥料
23 2002 2.80 2003/04/21 肥料
24 2004 0.48 - FAO経由（農機、種子）
25 2006 0.90 - FAO経由（農機、種子）
26 2010 3.70 2011/12/20 肥料

累計 89.28
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表３－２ ハイチ向けノン・プロジェクト無償資金協力の実績 

（E/N額単位：億円） 

 

 

 

 

 

 
 

出所：外務省HPより調査団が作成 

 

３－２ 効果 

（1）食糧増産面 
ハイチには、施肥量に関する基準値が存在しないため、現在MARNDRは施肥効果に関する

実証試験を実施中である。同試験の結果、表３－３のとおり、コメのha当たり単収では2.25
倍増、トウモロコシの単収は2.00倍増等のデータが得られている。現在は、肥料を使用する農

民は27％程度といわれており、また肥料を購入している農民についても、購買力がないため

に十分な施肥が行われていないため、適切な施肥を行った場合の増収効果は大きいとされる。 
 

表３－３ MARNDRによる施肥効果試験の結果 

〔単位：単収（t/ha）〕 

 

 

 

 
出所：JICAハイチフィールドオフィス入手資料 

 
（2）貧困農民支援面 

ハイチでは「貧困農民」の定義は設けていない。しかしながら、ハイチの農村部では88％
の人口が貧困層であり、66％の住民が農業を営んでいることから、農家の大部分は貧困層で

あるといえる。2KRによる肥料の調達は、同国の肥料補助金政策を量的にサポートすることと

なる。2KRを実施することにより国内の肥料流通量が増加して、貧困農民の肥料へのアクセス

改善に貢献する。 
 
３－３ 聞き取り調査結果 

（1）裨益効果の確認 
今回の調査で、MARNDRとその地方支局であるDDAの職員に対して聞き取り調査を実施し

た結果、全員が施肥による農業生産性向上に肯定的であった。また農民からも同様な意見が

出された。 
現地調査において、特に農民から肥料の購入を望む多くの意見が聞かれたことは、肥料の

効果を実感していることの裏づけといえる。また、FAO等の他ドナーからも、農業生産性を上

E/N額 E/N締結日

1 1994 5.00

2 1995 3.00

3 1997 3.00

4 2008 6.00 2009/1/24

5 2009 6.00 2009/6/23

23.00

年度

合計

コメ トウモロコシ コメ トウモロコシ

未施肥 2.0 1.5 2.0 1.5
施肥 4.5 3.0 4.5 3.0

ポ

尿素 NPK(20-20-10)
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げるには、現状では施肥が一番効果的であるとの意見が聞かれた。 
 
（2）ニーズの確認 

NGOや国際機関等のプロジェクトが実施されている地域を除いては、ほかに農業生産性向

上の手段をもたないことから、農民からは即効性のある手段として肥料に対して高い期待感

が寄せられている。 
 
（3）課題 

MARNDRとしては、できることなら補助金を増やして肥料の流通量を増やし、その分販売

価格を下げたいと考えているが、予算的にそれは難しいとのことである。 
なお、米州開発銀行（Inter-American Development Bank：IDB）等のドナーが一部地域におい

て、農業投入材（肥料や役務など）に対して使用可能なバウチャーの配布を実施している。IDB
への聞き取りでは、肥料の流通は完全に民間ベースに任せるべきであり、政府は関与すべき

ではないという意見が聞かれた。他方、他の機関からは現状では補助金政策はやむを得ない

との発言もなされた。このように、MARNDRの補助金政策に対しては、ドナーによって賛否

が分かれており、ドナー間の情報共有・理解促進を行う必要がある。 
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第４章 案件概要 
 
４－１ 目標及び期待される効果 

ハイチでは、農業生産性の向上は喫緊の課題であり、土壌保全や流域管理、インフラ整備のほ

か、農業生産資材へのアクセス改善が必要とされている。農業生産資材のうち肥料については、

国内流通量が絶対的に不足していることから、多くの農家にとって十分な量の肥料の購入が困難

な状況が続いている。 
本2KRは、ハイチに肥料を調達するための資金を供与することにより、肥料へのアクセスを改善

し、貧困農民による主要食用作物（コメ、トウモロコシ、調理用バナナ、マメ類、イモ類、野菜

類）の生産性向上に貢献するものである。 
 
４－２ 実施機関 

（1）組織 
MARNDR及びBMPADが2KRの実施機関となる。前者が肥料の配布・販売、後者が見返り資

金の管理を担当する。 
MARNDRの組織図を図４－１に示す。PSFは2008年6月に設置されたプログラムで、どの局

にも属せず、次官直轄となっている。なお、地方のDDAも省直轄の組織である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：MARNDR入手資料及び聞き取りを基に調査団が作成 

図４－１ MARNDRの組織図 

 
（2）人員 

肥料の配布・販売を担当するPSFは本省次官を責任者として、その下に専任のCoordinator以
下26名の人員を有する。他に契約ベースの職員82名がインスペクターとして、全国に配置さ

れ、すべての卸売業者、小売業者に対して販売価格などのモニタリングを定期的に行うこと

で、不正防止策を強化する体制をとっている。 
 
（3）予算 

PSFプログラムの2012年度決算は2.12百万HTG（通常予算）と0.93百万HTG（追加予算）で、

合計3.05百万HTGであった。なお、肥料の輸入業者への未払金が2.64百万HTGある。 

大臣 

次官 

内部監査班 

教育・普及・ 

改革局 
衛生保護局漁業養殖局 動植物局 

大臣官房 秘書官 

土地整備局 地方分割事務所

通信班 PSF

各県事務所 
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４－３ 要請内容及びその妥当性 

（1）対象作物 
要請内容は「コメ、トウモロコシ、調理用バナナ、インゲン豆、野菜類」であったが、現

地での作物栽培の実態に合わせてインゲン豆以外の豆類全般、及びイモ類を対象作物として

追加した。したがって、対象作物は、穀物（コメ、トウモロコシ）、調理用バナナ、豆類、イ

モ類、野菜類とする。 
主食のコメはハイチ国内供給を国内生産では満たせずに、輸入に依存している。調理用バ

ナナ、豆類、イモ類、野菜類は基本的に自家消費を目的に栽培されている。これらはハイチ

で一般に食されており、対象作物として妥当と判断される。 
 
（2）対象地域及びターゲット・グループ 

対象地域は、ハイチ全国10県であり、上記対象作物の生産農家をターゲット・グループと

する。ハイチの農業は、植生及び地形から大きく5つの形態に分けられるが、対象作物が主に

栽培されている地域は、山岳湿潤地域、平野湿潤地域、平野灌漑地域の3地域であるため、こ

れらの地域に肥料を優先的に配布することとし、本2KRで調達予定の肥料の少なくとも90％が

これら優先地域に配布することとする。図４－２に、優先地域を示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：FAO資料より調査団が作成 

図４－２ 肥料配布の優先地域 

 

山岳湿潤地域 

平野湿潤地域 

平野灌漑地域 



 

－21－ 

（3）要請品目・要請数量 
要請書では、要請品目・要請数量及び、調達先国は表４－１のとおりであった。 

 
表４－１ 2013年度ハイチ2KR要請資機材 

品目 品名 数量 調達希望国 
NPK（20－20－10） 
NPK（12－12－20） 
NPK（12－24－24） 

3,000MT 
3,000 MT 
1,000 MT 

OECD加盟国 肥料 

尿素 
硫安 

4,000 MT 
1,000 MT 

トリニダード・トバゴ、

メキシコ、ベネズエラ 
 

MARNDRとの協議の結果、各品目の詳細仕様及び優先順位は表４－２のとおりとなった。

優先順位1の尿素とNPK（20-20-10）は主に穀物栽培に用いられる肥料であり、ハイチにおい

て特に需要が高い。 
 

表４－２ 2013年度ハイチ2KR調達予定資機材 

番号 機材名 仕様 数量（t） 優先順位 
1 尿素 窒素 46.0％以上 4,000 1 

2 NPK(20-20-10) 
窒素、リン酸、カリがそれぞれ

20.0%、20.0%、10.0%以上 3,000 1 

3 NPK(12-12-20) 
同上 12.0%、12.0%、20.0%
以上 3,000 2 

4 NPK(12-24-24) 
同上 12.0%、24.0%、24.0%
以上 1,000 3 

5 硫安 窒素 20.5％以上 1,000 3 

  合計  12,000  
出所：MARNDRと調査団の協議結果 

 

（4）調達先国 
要請書では、表４－１のとおりNPK肥料はOECD加盟国、尿素と硫安についてはトリニダー

ド・トバゴ、メキシコ、ベネズエラが調達希望国とされていた。ハイチでは肥料が国内生産

されておらず、すべて輸入に依存しており、過去の2KR での調達実績は、トリニダード・ド

バゴ、ドミニカ共和国、日本、メキシコ、オランダ、ドイツ等である。調達適格国に関して

は、特に法規制等もないことから、入札における価格の競争性が高まることも考慮し、調達

先国はハイチを除くすべての国とすることが妥当である。 
 
（5）スケジュール案 

図４－３に対象作物の農業カレンダーを示す。コメとトウモロコシは二期作であり、主な

施肥時期は夏期（6～8月）及び冬期（12～2月）となる。一方、ハイチで流通する肥料は、す

べてMARNDRによって市場に供給されていることから、MARNDRは通年にわたり肥料調達を

行い、実際に肥料は通年で販売されている。よって、特に調達時期に適期はないが、現在の

補助金政策下では、現実的にはハイチ会計年度の終盤（7～9月）には、補助金の原資が不足

して肥料の供給が不足することが想定され、この時期に本2KRによって肥料が調達されること
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が望ましい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４－３ 農業カレンダー 

 
実際に、今回の調査時（2013年10月）でも台湾等の大型プロジェクトを除いて、小売業者

は肥料をあまり取り扱っていなかった。 
表４－３は、2010年度の2KRで調達された肥料の輸送スケジュールである。2010年度2KRで

は、すべての肥料が隣国のドミニカ共和国から輸送されたため、出荷から比較的短期間で納

入が完了した。 
 

表４－３ 2010年度2KRで調達された肥料の輸送結果 

 

ロット 品目 数量(t) 出荷開始日（a） 出荷終了日 
ハイチでの納入完了日

（b） 

日数 

（b）－（a）

1 尿素 3,506.00 2012 年 8 月 18 日 2012 年 9 月 10 日 2012 年 9 月 12 日 25 

2 NPK（20-20-10） 814.00 2012 年 7 月 18 日 2012 年 7 月 23 日 2012 年 7 月 25 日  7 

3 NPK（12-12-20） 1,727.00 2012 年 7 月 23 日 2012 年 8 月 21 日 2012 年 8 月 22 日 30 

出所：JICS提出資料より調査団が作成 
 

2010年度の2KRで調達された肥料の輸送時に以下のトラブルが生じた。 
調達代理機関からの聞き取り調査によると、契約業者は2012年7月18日よりNPK20-20-10

（814t）をドミニカ共和国サントドミンゴから輸送を開始し、25日までにハイチMARNDR指

定の倉庫への納入を完了させた。その後、23日に輸送を開始したNPK12-12-20（1,727t）の最

初の輸送（トラック10台：370t）において、両国国境からハイチ側に10km入ったFonds-Parisien
にて、ハイチトラック運転手組合（25名程度）自らが輸送の20％を担うことを要求し、道路

を岩でふさいでドミニカ共和国の配送業者のトラック通行を阻止したため、納入が遅延した、

というものである。 
しかしその後、PSFが独自予算で調達した肥料の陸上輸送も、すべてドミニカ共和国から行

われたが、同様のトラブルは起きなかったことから、極めて稀なトラブルと思われるが、本

2KRでは輸送の安全を考慮して、すべて海上輸送を前提とした調達スケジュールとすることが

妥当と判断した。仮にドミニカ共和国で積み替える場合でも、船でポルトープランスの港ま

で海送するというものである。図４－４が、想定される調達スケジュールである。 

作物　　　　　月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 備考

コメ □ □ ◎　　◇ △ 〇 　□ □ ◎ ◇ △   〇

トウモロコシ □ ◎　　　 △ 〇 □ 　□ 　　　◎ △ 〇　　□ 半湿気、灌漑地域

調理用バナナ □ 　◎ 　△ 　○ □

インゲンマメ ◎ △ ○ 　□ 山間地

ヤムイモ △ ○ □ □ □ ◎ 灌漑地域

野菜類 適時（種類・地域により異なる） 全国

凡例 耕起：△　　播種・植付：○　　施肥：□　　収穫：◎　　脱穀：◇
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図４－４ 調達スケジュール 

 
４－４ 実施体制及びその妥当性 

（1）配布・販売方法・活用計画 
前述のとおり、ハイチにおいては、流通する肥料の全量が政府の管理下にあるが、2012年8

月に肥料の調達・配布方法を変更し、それ以前はMARNDRが直接、外国の肥料製造業者から

買付けする方式から、民間企業である輸入業者に買付けを100％委ねる形となった。2010年度

の2KRで調達した肥料は、配布方法変更の移行期間であったが、納入された肥料すべてを輸入

業者が買い取り、卸売業者や農民に販売された。 
表４－４は、2010年度の2KRで調達された肥料の販売先（輸入業者）と、それぞれの取扱量

を示している。表４－５は販売先の概要である。2KRで調達された肥料を取り扱った輸入業者

は5社であるが、購買力のあるAgroservice社の取扱量が大きくなっている。これらの実績から

当該業者は十分な売買能力があると思われる。 
 

▼

▼

▽

▽
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入
札
業
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管
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カレンダー月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

コミッティ運営準備
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入札

入札評価、業者契約
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調達業者契約

資機材発注

資機材製造

現地検収

入札図書作成

入札図書承認

入札公示

工場検査・船積み前検査

資機材輸送

交換公文調印(E/N)/贈与
契約(G/A)

調達代理契約

契約図書協議

実施設計入札図書確定
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表４－４ 2010年度2KRで調達された肥料の販売先（輸入業者）とその取り扱い規模 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表４－５ 2010年度2KRで調達された肥料の販売先（輸入業者）の概要 

輸入業者 設立 従業員数 店舗数 地方の支店の有無 農業資機材専門 2012/13 年度 (t)

1 Agroservice 1974 400 38 ○ ○ 29,532.00 

2 ComAg 1989 17 16 ○ ○ 3,260.00 

3 Darbouco 1947 22 2 × ○ 1,599.00 

4 Reinbord 1892 60 1 × × 410.00 

5 Vincent - - - - - 360.00 

合計 35,161.00 

 
なお、MARNDRは輸入業者との二者間契約及び、卸売業者も加えた三者関係契約を結んで

肥料の販売を管理している。契約書には、肥料の販売価格に関して、一律以下のように定め

ている。硫安を除いては、全種類が同一価格である。 
 

（1）輸入業者の1袋当たりの購入価格：700HTG（硫安は350HTG） 
 
（2）卸売業者の1袋当たりの購入価格：750HTG（硫安は400HTG） 
 
（3）最終使用者（農民/小売業者）の1袋当たりの購入価格：900HTG（同550HTG）

 
例えば、国際価格で調達した肥料の価格が1袋（100lb）当たり1,600HTGだった場合、統一

価格700HTGとの差額900HTGを、輸入業者に対してMARNDRが補助金として拠出する。輸入

業者が実質700HTGで仕入れた肥料を卸売業者に販売する際には750HTG、農民等に販売する

際には900HTGという価格が設定されており、差額が輸入業者や卸売業者の利益となる。2KR
で調達される肥料も、この統一価格で販売されることとなる。 

図４－５に2KRで調達される肥料の販売フローを示す。MARNDRの倉庫に納入される肥料

は、まずMARNDRと契約している輸入業者に割り当てられ、配布書類が発行される。輸入業

者は割り当てられた肥料の対価をBMPADに対して小切手で支払い、引渡し書類を受け取り、

その引渡し書類を基に、MARNDRの倉庫から肥料が引き渡される。その後の販売フローは、

通常の肥料販売フローと同様である。つまり、MARNDRが契約を締結している輸入業者と卸

売業者が、統一価格で農民や小売り業者に販売することとなる。 

(単位：トン）

尿素 硫安 20-20-10 12-12-20 16-10-20 20-7-25 12-24-24 10-20-20 合計 %

1 Agroservice 12,831.00 1,618.00 9,197.50 5,300.50 290.00 170.00 125.00 - 29,532.00 83.99%

2 ComAg 855.00 320.00 1,125.00 840.00 120.00 - - - 3,260.00 9.27%

3 Darbouco 580.50 98.00 225.50 552.00 123.00 - - 20.00 1,599.00 4.55%

4 Reinbord 164.00 - 82.00 164.00 - - - - 410.00 1.17%

5 Vincent 210.00 80.00 30.00 40.00 - - - - 360.00 1.02%

合計 14,640.50 2,116.00 10,660.00 6,896.50 533.00 170.00 125.00 20.00 35,161.00 100.00%

（出典）MADNDR資料より調査団が作成

輸入業者

（単位：t）

出所：MARNDR資料より調査団が作成
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出所：MARNDRへの聞き取りを基に調査団が作成 

図４－５ 2KRで調達される肥料の配布フロー 

 
なお、上記図では省略されているが、肥料販売経路を細かく分類すると以下の3種類がある

ことが明らかになっている。 
① 輸入業者→農民 
② 輸入業者→卸売業者→農民 
③ 輸入業者→卸売業者→小売業者→農民 
    

IFADが2013年2月に実施した調査によると、サンプル数860人の農民のうち391人（45％）が

①＋②（本データでは両者を区別していないため）、461人（54％）が③のルートで購入して

いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４－６ 農民からみた肥料の購入先 

 
また、図４－７に示すように農民の60％（520人）が肥料のアクセスが「容易」と考えて、

「非常に難しい」（91人）と「難しい」（244人）の数を上回っていることから、ハイチの肥料

販売システムはある程度構築されているといえる。他方、図４－８で示すように3/4（644人）

の農民が肥料を「高い」と回答していることより、統一価格で販売してもなお農民にとって

は高額であることがうかがえる。 
 

MARNDR 輸入業者 卸売業者

BMPAD 

小売業者

農民 

見 返 り 資

金口座 

監視官 

(3) (2) 

(1) 
(4) 

(5) 

(6) 

(7)

(6)

(7)

(8) 

見返り資金の積立て 

（1）配布関係書類の発行 
（2）小切手による肥料代金 

支払い 
（3）引渡し書類の発行 
（4）引渡し書類の提出 
（5）肥料の引渡し 
（6）肥料の販売 
（7）支払い 
（8）モニタリング（使用者、

対象作物、価格等） 
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図４－７ 肥料へのアクセス 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

図４－８ 農家の肥料価格に対するアンケート 

 
（2）技術支援の必要性 

４－４（5）で後述するが、MARNDRは2012年8月より、監視員を配置して肥料販売のモニ

タリングを実施している。現状では主に、販売先や価格、数量や対象作物等の情報をモニタ

リングしているが、この仕組みを利用して、肥料の裨益効果についても情報収集が可能であ

る。MARNDRは肥料の裨益効果についての情報収集の必要性を感じているが、効果測定や評

価については技術的に支援が必要となっている。よって、コンサルタントやアドバイザーに

よる、評価能力向上の技術支援が有効であると思われる。 
 
（3）他ドナー・技術協力等との連携を通じたより効果的な貧困農民支援の可能性 

上述したとおりハイチにおける肥料の流通はすべてMARNDRにより管理されている。

MARNDRは、倉庫代を節約するため必要以上の在庫をもたない方針であり、ドナー支援によ

って肥料が調達された場合、在庫があるうちは独自調達は行われない。そのため2KRで調達し

た肥料が流通している期間にNGO や他ドナーのプロジェクト等で肥料を購入する場合は、必

然的に2KRで供与された肥料を購入することになる。 
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（4）見返り資金の管理体制 
1）管理機関 

2002年度までの2KRでは、実施機関であるMARNDR が肥料配布とともに見返り資金を管

理し、同資金にかかわるすべての業務を担当していたが、2010年度の2KRからは、見返り資

金管理機関がMARNDRからBMPADに変更となった。BMPAD は財務省下の独立行政機関で

ある。KRの実施機関でもあり、調達物資の販売・配布及び見返り資金の積み立てを長年に

わたって担当しているほか、カナダ、スペイン、イタリア、フランス等の二国間援助及び

世銀によるプロジェクトの実施機関でもある。なお、ハイチ政府は2013年5月にベトナムか

らコメの輸入（33,400t）を決定したが、この実施機関もBMPADである。過去のKR、2KRの
実施、及びノン・プロジェクト無償資金協力の見返り資金積み立てを着実に実施している

ことから、同機関の実施能力は高いと評価できる。 
2）積み立て方法 

４－４（1）で述べたとおり、輸入業者は1袋当たり700HTGの肥料代をBMPADに小切手

で支払うこととなっており、BMPADは支払われた肥料代金を見返り資金として積み立てる

仕組みである。 
3）見返り資金の積み立て実績 

2010年度の2KRでは、積立の義務額であるFOB額の半額は85,937,937HTGであり、販売額

の合計は92,648,500HTGであった。これに対して2013年9月5日付けで92,644,974.60HTG（銀

行手数料分が減額）が積み立てられていることを銀行残高証明で確認した。販売額は調達

全量6,047.00t（132,355袋相当）を種類にかかわらず、均一に700HTG/袋で販売した価格であ

る。また、2002年度2KR見返り資金でMARNDRが管轄していた残高（7,568,505.25HTG）は、

2013年 10月 24日付けで、BMPADが管理している口座に移管された。よって合計は

100,213,479.85HTG（＝226,181,000円）となる（2013年9月末の日本、ハイチのTTS中値【1HTG
＝2.257円】で換算）。 

 
表４－６ 見返り資金の積み立て実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

E/N額 FOB額合計 積み立て 積み立て義務額 積み立て額 使用額 残額

（百万円） （円） 義務割合 HTG/$ 円/$ (HTG) (HTG) (HTG) (HTG)

1 1995 1996/1/9 400 317,540,430 2/3 13.750 106.60 27,305,696 29,400,000 107.67% 29,400,000 0

2 1996 1996/6/19 400 324,108,380 2/3 15.430 109.72 30,386,391 30,573,899 100.62% 30,573,899 0

3 1997 1997/12/23 400 236,667,112 2/3 16.841 125.24 21,216,388 21,217,969 100.01% 21,217,969 0

4 1998 1998/9/14 400 ー ー ー ー ー ー ー ー 0

5 1998 1999/4/15 240 ー ー ー ー ー ー ー ー 0

6 1999 2000/4/6 400 251,235,700 2/3 19.552 106.54 30,737,503 30,690,340 99.85% 29,374,673 1,315,667

7 2000 2001/4/17 300 206,206,425 2/3 23.396 123.83 25,973,272 25,973,273 100.00% 25,973,273 0

8 2001 2002/1/10 300 203,822,000 2/3 26.633 132.66 27,279,719 27,279,719 100.00% 27,279,719 0

9 2002 2003/4/21 280 198,470,800 1/2 42.807 119.79 35,461,806 35,461,806 100.00% 29,486,192 5,975,614

10 2010 2011/12/20 370 326,280,875 1/2 41.014 77.859 85,937,937 92,549,135 107.69% 0 92,549,135

残額合計 99,840,416

注）　1～9は2010年度報告書の数値を用いて調査団が再計算

換算レート
%E/N締結日年度

注：1～9は2010年度報告書の数値を用いて調査団が再計算
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4）見返り資金プロジェクト 
2003年5月を最後に見返り資金プロジェクトは実施されていない。 

 
（5）モニタリング・評価体制 

2012年8月よりMARNDRは、全国で82名の監視官を配置して、月2回、すべての卸売業者、

小売業者の視察を行い、主に価格面をチェックして、MARNDRに報告書を提出している。 
右報告書はすべての卸売業者、小売業者レベルでの買い入れ数量、販売数量、販売価格、

対象作物、対象面積等が記載されている。これにより原則的にはMARNDRは末端の最終裨益

者である農民までモニタリングできるシステムである。この監視官は上述した肥料の配布方

法の変更（民間輸入業者への委託）に伴って導入されたものである。なお、PSFの事務所にて、

提出された報告書の原本が確認できた。MARNDRは今後、提出された報告書を集約してデー

タ入力するとしている。82名の監視官の県別分布は表４－７のとおりである。卸売業者の多

い件には、多くの監視官が配置されていることが分かる。 
 

表４－７ 県別の卸売業者数と監視官数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（6）広報 

フィールド調査の際にODAマークをつけた肥料の使用経験がある農家が多数存在した。ま

た、2012年10月9日、2010年度2KRで調達された肥料の引き渡し式の際には新聞、テレビ、ラ

ジオにて広く報道された。 
 
（7）その他（新供与条件等について） 

1）半期ごとの連絡会議の開催 
2KRをより効果的にするために連絡会議を定期的に行うことが必要である。 

2）見返り資金の使用 
本調査中の2013年10月に、過去のMARNDR管轄分の見返り資金がBMPADの口座に移管さ

れ、一元化された。合計すると額的にも大きいので、有効に活用することが肝要である。 

卸売業者 所属企業 監視官

1 北西県 - - -

2 北県 4 1 4

3 北東県 3 2 2

4 中央県 2 2 2

5 西県 88 39 36

6 南東県 8 7 3

7 南県 8 6 4

8 グランダンス県 1 1 -

9 アルテボニート県 40 10 28

10 二プス県 4 4 3

合計 158 72 82
（出典）MARNDR提出資料より調査団が作成

県名

出所：MARNDR提出資料より調査団が作成 
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第５章 結論と課題・提言 
 
５－１ 結論 

（1）妥当性 
本事業は、ハイチの政策及びわが国による援助政策に合致している。要請品目は、ハイチ

の主要食用作物である穀物（コメ、トウモロコシ）、調理用バナナ、豆類、イモ類、野菜類の

元肥及び追肥用として一般的に使用されている肥料であり、一部は過去の2KRで調達実績があ

る。 
前述のとおり、ハイチで流通している肥料は補助金プログラムにより実質的に政府が管理

しているが、ハイチ国内の肥料の流通量は依然として不足しており、本事業による肥料流通

量の増加はハイチのニーズと合致している。 
 
（2）有効性・インパクト 

本事業の実施により、肥料が調達・販売されることで、以下の効果が見込まれる。 
1）定量的効果 
①対象作物の単位面積当たりの施肥量が増加する。 
②対象作物の単収と生産量が増加する。 

 
2）定性的効果 

本事業の実施によりハイチ国内の肥料流通量の増加が見込まれ、農民の肥料へのアクセ

スが容易になることが期待される。また、施肥により対象作物の生産量が増加することで、

家計の改善が期待される。 
 
５－２ 課題・提言 

2KRによる協力意義は、①農業の投入要素（肥料、農業機械等）輸入・調達にかかる資金を供与

することによる外貨支援、②投入要素が市場で販売されることによる市場安定化、量的効果によ

る価格低下による中小規模農家の生産増・生計向上支援、③見返り資金の適切な積立、使用によ

る貧困農民をターゲットにした社会経済面での支援、に整理される2。 
対ハイチ2KRでは、肥料を調達する予定だが、上記3点いずれも満たすことになるが、より効果

的な支援とするために以下のとおり提言する。 
 
（1）肥料販売方式 

調査の結果、2010年度2KRと同様にハイチの肥料補助金プログラムの一環として、本2KRに

よる調達肥料を販売することが妥当と判断した。価格が低下（国際価格の約60％の価格に設

定されている）することにより、肥料へのアクセスが容易になることから、貧困農民にも裨

益する。 
ただし、肥料が適切に販売され、かつ農家が適切に使用しているかについては、モニタリ

ングが必要である。MARNDRが配置している監視官報告書の確認、あるいは農業省が契約す

                                                        
2 平成18年度（2007年度）「貧困農民支援の制度設計にかかる基礎研究（フェーズ2）」 
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る調査コンサルタント等を通じて販売段階における状況確認が必要と考えられる。 
 
（2）関係ドナーへのフィードバック 

IDB（米州開発銀行）等の一部ドナーは、バウチャーによる農業資材（肥料含む）の投入を

実施している。MARNDRが実施する補助金方式では貧困層のターゲティングが困難であるな

どを理由に、バウチャーの配布を推進している。本調査においては、2KRとバウチャー制度の

連携可能性の有無を検討するため、IDBが実施するプロジェクトに関する情報収集を行ったが、

対象プロジェクトはコーヒーやカカオ等の商品作物を含むため、2KRとは対象作物が異なるこ

とから、2KRとバウチャー制度との連携は困難と判断した。 
2KR実施が閣議決定される際には、これらドナーに対し、本調査への協力の謝意を伝えると

ともに、2KR実施方針として補助金プログラムに沿って実施すること、ただし、MARNDRに

よる適切なモニタリングの実施について管理することなどについて説明を行う必要があると

考えられる。 
 
（3）貧困農民への支援 

市場での資機材販売を通じて、農業の発展に貢献するとともに、FOB価格の1/2以上を見返

り資金として積み立て、社会経済発展のために、見返り資金使用プロジェクトを実施すると

いう性質上、2KRでは、肥料等の購入がままならない底辺層の農民への被益には限界があるこ

とも否めない。そのため、こうした底辺層農民については、短期的には見返り資金の活用に

より有効な支援策を検討し、見返り資金プロジェクトにより対応することも考えられる。 
 
（4）MARNDRとBMPAD 

MARNDR及びBMPADはわが国の対ハイチ協力が本格化する2009年より前から、食糧援助の

実施機関である。またMARNDRにおいては2013年9月に、技術協力プロジェクト「対ハイチ農

業技術研修コースプロジェクト」（ドミニカ共和国との三角協力）を成功裏に終了させたこと

も相まって、わが国の協力についてよく理解し、信頼していることを調査の随所でうかがう

ことができた。ハイチでは関係機関との調整に難航することが常であることから、この良好

な関係を資産ととらえ、今後の協力に生かすことが肝要である。 
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